
 

福島県救命救急センター指定要綱 

 

１ 目的 

この要綱は、福島県において、救急医療の円滑な連携体制のもとに、重篤な救急患者

の医療を確保するため、「福島県における救命救急センターの指定方針」（令和７年４

月１日制定）に基づき、必要な事項を定めるものである。 

 

２ 救命救急センターの要件 

（１）運営方針 

ア 救命救急センターは、重篤患者に対する高度な専門的医療を総合的に実施するこ

とを基本とし、原則として、重症及び複数の診療科領域にわたるすべての重篤な救

急患者を２４時間体制で受け入れるものとする。 

イ 救命救急センターは、初期救急医療施設及び第二次救急医療施設の後方病院とし

て複数診療科の介入を要する症例や診断が難しい症例等、他の医療機関では治療の

継続が困難な救急患者の診療を担うものとし、原則として、これらの医療施設及び

救急搬送機関からの救急患者を２４時間体制で必ず受け入れるものとする。 

ウ 救命救急センターは、適切な救急医療を受け、生命の危険が回避された状態にあ

ると判断された患者については、積極的に併設病院の病床または転送元の医療施設

等に転床させ、常に必要な病床を確保するものとする。 

エ 救命救急センターは、医学生、臨床研修医、医師、看護学生、看護師、救急救命

士等に対する救急医療の臨床教育を行うものとする。また、医師等を小児救命救急

センター等へ一定期間派遣し、研修をさせるなど、救急医療の診療技術等の向上を

積極的に図るとともに、それに対する支援をすることが望ましい。 

（２）整備基準 

ア 救命救急センターは、救命救急センターの責任者が直接管理する相当数の専用病

床(概ね２０床以上)を有し、２４時間体制で、重症及び複数の診療科領域にわたる

すべての重篤な救急患者に対する高度な診療機能を有するものとする｡ 

イ 救命救急センターには、２４時間診療体制を確保するために、必要な職員を配置

するものとする。 

（ア）医 師 

① 救命救急センターの責任者は、重症及び複数の診療科領域にわたる重篤な救

急患者に適切に対応できる三次救急医療の専門的知識と技能を有し、高度な救

急医療及び救急医学教育に精通した医師であるとの客観的評価を受けている専

任の医師とする。（例：一般社団法人日本救急医学会指導医等） 

② 救命救急センターは、救急医療の教育に関する適切な指導医のもとに、一定

期間(３年程度)以上の臨床経験を有し、専門的な三次救急医療に精通している

との客観的評価を受けている専任の医師を適当数有するものとする。（例：一

般社団法人日本救急医学会専門医等） 

③ 救命救急センターとしての機能を確保するため、内科、外科、循環器科、脳



神経外科、心臓血管外科、整形外科、小児科、眼科、耳鼻科、麻酔科、精神科

等の医師を必要に応じ適時確保できる体制を有するものとする。 

④ 必要に応じ、心臓病の内科系専門医とともに外科系専門医を、脳卒中の外科

系専門医とともに内科系専門医を専任で確保するものとする。 

⑤ 小児救急専門病床（小児専門集中治療室）を設置する救命救急センターは、

救命救急センター内又は本院（本院の場合は、常に必要な支援を受けられる体

制を構築すること。）に小児の救急患者への集中治療に対応する小児科医師を

確保するものとする。 

⑥ 必要に応じ、重症外傷に対応する専門医師を専任で確保するものとする。 

⑦ 救急救命士への必要な指示体制を常時有するものとする。 

（イ）看護師及び他の医療従事者 

① 重篤な救急患者の看護に必要な専任の看護師を適当数有するものとする。ま

た、小児救急専門病床（小児専門集中治療室）を設置する救命救急センターは、

小児の救急患者への集中治療に対応する看護師を専任で確保するものとする。

（なお、専任の看護師は、専門的な三次救急医療に精通しているとの客観的評

価を受けていることが望ましい。例：日本看護協会救急看護認定看護師等） 

② 診療放射線技師及び臨床検査技師等を常時確保するものとする。 

③ 緊急手術ができるよう、必要な人員の動員体制を確立しておくものとする。 

ウ 施設及び設備 

（ア）施 設 

① 救命救急センターの責任者が直接管理する専用病床及び専用の集中治療室

（ＩＣＵ）を適当数有するものとする。また、急性期の重篤な心臓病、脳卒中

の救急患者、小児重症患者及び重症外傷患者を受け入れるため、必要に応じて

心臓病専用病室（ＣＣＵ）､脳卒中専用病室（ＳＣＵ）､小児救急専門病床（小

児専門集中治療室）及び重症外傷専用病室を設けるものとする。 

② 救命救急センターとして必要な専用の診察室（救急蘇生室）、緊急検査室、

放射線撮影室及び手術室等を設けるものとする。 

③ 必要に応じ、適切な場所にヘリポートを整備するものとする。 

④ 診療に必要な施設は耐震構造であること。（併設病院を含む。） 

（イ）設 備 

① 救命救急センターとして必要な医療機器及び重症熱傷患者用備品等を備える

ものとする。また、必要に応じ、急性期の重篤な心臓病、脳卒中の救急患者、

小児重症患者及び重症外傷患者の治療等に必要な専用医療機器を備えるものと

する。 

② 必要に応じ、ドクターカーを有するものとする。 

③ 救急救命士への必要な指示ができるよう、必要に応じ心電図受信装置を備え

るものとする。 

（注）ドクターカーとは、患者監視装置等の医療機械を搭載し、医師、看護師等

が同乗し、搬送途上へ出動する救急車である。 

 



３ 指定等 

（１）救命救急センターの指定を受けようとする医療機関の開設者は、あらかじめ地域医 

療構想調整会議において救命救急センター指定の必要性について協議し同意を得た上 

で、別紙第１号様式により知事に申請するものとする。  

（２）知事は、前項により提出された申請書及び添付書類を審査し、医療審議会の意見を

聞いたうえで、救命救急センターの指定を行うものとする。 

（３）知事は、救命救急センターの指定をしたときは、当該医療機関の開設者に対して、

別紙第２号様式により、その旨を通知するものとする。 

（４）救命救急センターの指定等を受けた医療機関の開設者は、指定等の内容に変更があ 

る場合は、別紙第３号様式により、知事に変更届を提出する。 

（５）知事は、救命救急センターの適正な運営を確保するために必要があると認めるとき

は、実地調査を行うことができるものとする。 

（６）知事は、救命救急センターの指定を行った後に、当該医療機関がその要件を満たさ

なくなった場合は、その指定を取り消すことができるものとする。 

 

 

    附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


